
令和４年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

うち交付金
充当額

目標値 実績

1
地場産品開発等支援事
業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける地域経済や
観光需要の回復に向け、市の魅力をPRできる地場産品の開
発等を行う事業者に対して補助金を交付する。

R4.4.1 R5.3.31 2,971,000 2,971,000 補助金交付件数(支援件数) 4件 4件
補助金を支給することで、市の魅力をPRできる地場
産品の開発等を支援することができた。

2
稲作農家経営所得安定
対策事業

新型コロナウイルス感染症拡大による主食用米の消費の落
ち込み等の影響を受ける稲作農家の経営所得安定対策を目
的に、生産調整に必要となる補助金を交付する。

R4.4.1 R5.3.31 19,091,000 12,417,000 補助面積(作付面積) 20,700a 25,923a
補助金を支給することで、新型コロナウイルス感染
症拡大による主食用米の消費の落ち込み等の影響を
受ける稲作農家の経営を支援することができた。

3
水泳授業再開に向けた
環境整備事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により休止していた
小・中学校の水泳授業の再開に向け、十分な感染症対策が
必要となることから、ろ過材や浄化設備の機器や配管の改
修を実施することで、塩素濃度等の適切な水質管理による
水中感染リスクの軽減を図る。

R4.4.1 R5.3.31 3,857,700 3,857,700
水泳プール設備改修を行う学校数
（市内小・中学校）

 8校  8校
小・中学校の水泳プール設備の改修を行うことで、
十分な感染症対策を実施したうえで、水泳事業を再
開することができた。

4
小学校施設衛生環境整
備事業

児童の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に
継続することを目的に、小学校の校舎内トイレを和式便器
から蓋付きの洋式便器に改修することで、飛沫拡散防止に
よる新型コロナウイルス感染症対策を講じる。

R4.4.1 R5.3.31 22,057,200 11,907,200
校舎内トイレの洋式化を行う学校数
（市内小学校）

 4校  4校

小学校の校舎内トイレを洋式便器に改修すること
で、飛沫拡散防止による新型コロナウイルス感染症
対策を講じることができ、教育活動の継続につな
がった。

5
新型コロナウイルスワ
クチン接種協力金支給
事業

新型コロナウイルス感染症拡大防止及び早期収束に向け、
ワクチン接種に協力している市内の医療機関に対し、協力
金を支給する。

R4.6.24 R5.3.31 4,200,000 4,200,000
協力金支給件数
(ワクチン接種に協力している市内医療機関)

27件 21件
協力金を支給することで、新型コロナウイルスワク
チン接種事業の円滑な実施につなげることができ
た。

6
がんばる中小企業等応
援事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける市内の中小
企業等を支援するため、売上減少額に応じ給付金を支給す
る。

R4.6.24 R5.3.31 62,246,147 62,246,147 給付金給付件数（市内の中小企業等） 212件 212件
給付金を支給することで、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響を受ける市内の中小企業等の経営を支
援することができた。

7
学校保健特別対策事業
費補助金

児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ、教育活動を
着実に継続することを目的に、小・中学校の普通教室にICT
環境を整備するなど、３密回避等による新型コロナウイル
ス感染症対策を講じる。

R4.6.24 R5.3.31 14,172,144 8,670,144

①普通教室にICT環境を整備する学校数
（市内小・中学校）
②CO2モニターを導入する学校数
（市内小・中学校）

①10校
②10校

①10校
②10校

小・中学校の普通教室にICT環境を整備すること
で、３密回避等による新型コロナウイルス感染症対
策を講じることができ、教育活動の継続につながっ
た。

8
元気回復クーポン券事
業

コロナ禍において、物価の高騰により影響を受けている市
民生活の応援と地域経済の回復を目的として、大網白里市
元気回復クーポン券の発行事業を行う。

R4.6.24 R5.3.31 162,222,900 162,222,900
クーポン券利用総額
（使用率）

95%以上 95%
クーポン券を発行することで、コロナ禍において物
価の高騰により影響を受けている市民生活の応援と
地域経済の回復を図ることができた。

9
地域公共交通確保維持
改善事業

コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響を受ける公
共交通事業者の事業継続等を支援するため、支援金を交付
する。

R4.9.29 R5.3.31 4,220,000 4,220,000 支援金交付件数
市内事業者2者
タクシー 25台
バス　　 29台

市内事業者2者
タクシー 24台
バス　　 29台

支援金を交付することで、コロナ禍において原油価
格や物価高騰の影響を受ける公共交通事業者の事業
継続等を支援することができた。

10
給食費負担軽減対策支
援事業

コロナ禍において、物価高騰による保護者の負担を軽減す
るため、保育・教育施設の給食費の負担軽減対策を支援す
る。

R4.9.29 R5.3.31 4,901,196 4,901,196
①支援金交付件数（民間保育所等）
②対策件数：市内小・中学校
　　　　　　公立保育所

　　①16施設
　　②10校
　　　 3施設

　　①16施設
　　②10校
　　　 3施設

保育・教育施設の給食費の負担軽減対策を実施する
ことで、コロナ禍においての物価高騰による保護者
の経済的な負担を軽減することができた。

No. 事業名 事業概要 総事業費 成果目標
事業効果

(効果検証)
事業開始
年月日

事業完了
年月日
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11
教育支援体制整備事業
費補助金

児童の安心安全な学習環境を確保しつつ、教育活動を着実
に継続することを目的に、幼稚園のICT環境整備・衛生用品
購入を実施することで、３密回避等による新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じる。

R4.9.29 R5.3.31 3,625,502 1,225,502
ICT環境整備等を行う施設数
（市内公立幼稚園）

4園 4園

幼稚園のICT環境整備・衛生用品購入を実施するこ
とで、３密回避等による新型コロナウイルス感染症
対策を講じることができ、教育活動の継続につな
がった。

12 介護保険事業費補助金
コロナ禍において、外出機会が減少する高齢者の体力向上
を支援するため、ウォーキング情報や市内史跡めぐり案内
を取り入れた介護予防の冊子を制作・配布する。

R4.9.29 R5.3.31 527,920 176,920

①冊子配布部数
②健康への関心の向上
（「関心が高まった」の回答：80％以上
アンケート項目「健康意識が変わったか」)

①1,500部
②80%以上

　　①1,900部
　　②100%

ウォーキング情報や市内史跡めぐり案内を取り入れ
た介護予防の冊子を制作・配布することで、コロナ
禍において、外出機会が減少している高齢者の体力
向上を支援することができた。

13
下水道事業物価高騰対
策支援事業

コロナ禍において、電力価格高騰により事業経費が増大し
使用料収入等による事業の維持が困難となっている下水道
事業者を支援するため、電力価格高騰分の支援金を交付す
る。

R4.12.1 R5.3.31 26,000,000 26,000,000 支援件数（下水道事業） 1件 1件
支援金を交付することで、コロナ禍において、電力
価格高騰により、事業の維持が困難となっている下
水道事業者の経営を支援することができた。

14 産後ケア事業支援事業
コロナ禍において、物価高騰の影響を受ける産後ケア事業
者の事業継続等を支援するため、支援金を交付する。

R4.12.1 R5.3.31 30,000 30,000 支援金交付件数（市内産後ケア事業者） 1者 1者
支援金を交付することで、コロナ禍において物価高
騰の影響を受ける産後ケア事業者の事業継続等を支
援することができた。

15
農業資材等高騰対策支
援事業

コロナ禍において、肥料や農業資材等の高騰の影響を受け
る農業者の営農を支援するため、農業収入額に応じて、支
援金を交付する。

R4.12.1 R5.3.31 25,621,322 25,621,322 支援金交付件数（市内農業者） 500人 276人
支援金を交付することで、コロナ禍において肥料や
農業資材等の高騰の影響を受ける農業者の営農を支
援することができた。

16
漁業者等燃油価格高騰
対策支援事業

コロナ禍において、燃料高騰の影響を受ける漁業者の営漁
を支援するため、保有する船舶の規模に応じて、支援金を
交付する。

R4.12.1 R5.3.31 400,000 400,000 支援金交付件数（市内漁業者） 5者 5者
支援金を交付することで、コロナ禍において燃料高
騰の影響を受ける漁業者の営漁を支援することがで
きた。

17
学校給食費無償化対策
事業

コロナ禍において、物価高騰による保護者の負担を軽減す
るため、小中学校の給食費の負担を軽減する取組みとし
て、第3子以降の義務教育期間における学校給食費(令和5年
1～3月分)を無償化する。

R4.12.1 R5.3.31 4,695,423 2,348,423
学校給食費無償化対策件数
（市内小・中学校の児童生徒の保護者数）

413人 291人

第3子以降の義務教育期間における学校給食費を3か
月分全額補助することで、コロナ禍においての物価
高騰による保護者の経済的な負担を軽減することが
できた。

18
国保大網病院経営支援
事業

コロナ禍において、物価高騰の影響を受ける国保大網病院
の安定的な運営を支援するため、支援金を交付する。

R5.2.22 R5.3.31 80,000,000 67,387,903 支援件数（病院事業） 1件 1件
経営支援金を支給することで、コロナ禍において物
価高騰の影響を受ける国保大網病院の安定的な運営
と、市民の不安軽減につなげることができた。

19
保育・教育施設におけ
る感染症対策

児童の安心安全な保育環境を確保しつつ、保育活動を着実
に継続することを目的に、保育所のICT環境整備を実施する
ことで、３密回避等による新型コロナウイルス感染症対策
を講じる。

R4.9.29 R5.3.31 423,643 423,643
ICT環境整備等を行う施設数
（市内公立保育所）

1園 1園
子育て支援館のICT環境整備を実施することで、３
密回避等による新型コロナウイルス感染症対策を講
じることができ、保育活動の継続につながった。

合　計 441,263,097 401,227,000
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